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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　材料本体内の放射性材料の量を求める方法であって、
　前記放射性材料により生成される放出を直接的又は間接的に求めることにより前記材料
本体内の放射性材料の量の予備的な測定値を求めるステップと、
　前記材料本体を通過していないミューオンにより生成された電子及び／又はミューオン
を検出して第１の値を与えるステップと、
　前記材料本体を通過したミューオンにより生成された電子及び／又はミューオンを検出
して第２の値を与えるステップと、
　前記第１及び第２の値を処理して、前記第１の値と校正係数の積により除算された前記
第２の値の関数である密度表現の係数を与えるステップと、
　前記材料本体の放射性材料の量の補正された測定値を得るために、前記材料本体内の放
射性材料の量の予備的な測定値に前記係数を適用するステップとを含む、方法。
【請求項２】
　前記材料本体は密度を有し、前記材料本体内の放射性材料の測定値は、前記材料本体の
密度に対して補正される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記材料本体内の放射性材料の測定値は、前記材料本体の異なる部分に対して異なる態
様で潜在的に補正される、先行する請求項のうちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項４】
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　容器及びその材料本体の重量及び／又は質量又は前記材料本体の重量及び／又は質量を
計測して計測重量を提供するステップを更に含む、先行する請求項のうちのいずれか１項
に記載の方法。
【請求項５】
　前記材料本体を通過していないミューオンにより生成された電子及び／又はミューオン
を検出して第１の値を与えるステップは、1つ以上の第１の検出器、及び、存在する場合
は1つ以上の第３の検出器を使用し、
　前記材料本体を通過したミューオンにより生成された電子及び／又はミューオンを検出
して第２の値を与えるステップは、1つ以上の第２の検出器を使用し、
　前記第１の値及び第２の値に寄与するミューオン及び／又は電子は、同一のミューオン
及び／又は電子が２つの検出器を通過するときの同時計数値の測定値を付与するために使
用され、前記同時計数値の前記第１の値に対する比は、前記係数の算出時に考慮される、
先行する請求項のうちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記第１の値は、同時計数値の測定値を付与するために使用される前に補正される、請
求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記第１の値は、前記第２の値を得るために用いられる第１及び第３の検出器の対及び
／又は第１及び第２の検出器の対に関する幾何的配置の影響に対して補正される、請求項
６に記載の方法。
【請求項８】
　複数の第１の値が考慮され、別々の補正は、各第１の値に対して提供され、補正は、前
記第２の値を与える第１及び第３の検出器の対及び／又は第１及び第２の検出器の対に対
して特有である、請求項６又は７に記載の方法。
【請求項９】
　前記同時計数値の前記第１の値に対する比は、前記第２の検出器を通過する粒子、及び
、前記材料本体及び／又は容器及び材料本体が無い場合に前記第１の検出器を通過するこ
とになるだろう経路、に対する前記材料本体及び／又は容器及び材料本体の影響を考慮す
るために用いられる、請求項５又は請求項５に従属する先行する請求項のうちのいずれか
１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記同時計数値の前記第１の値に対する比は、前記第１の検出器を通過する粒子、及び
、前記材料本体及び／又は容器及び材料本体が無い場合に前記第３の検出器を通過するこ
とになるだろう経路、に対する前記材料本体及び／又は容器及び材料本体の影響を考慮す
るために用いられる、請求項５又は請求項５に従属する先行する請求項のうちのいずれか
１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記同時計数値の前記第１の値に対する比は、前記材料本体若しくはその一部に対する
面密度若しくは面密度の表現を算出するために用いられる、請求項５又は請求項５に従属
する先行する請求項のうちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　２つ以上の第１の検出器及び／又は２つ以上の第２の検出器及び／又は２つ以上の第３
の検出器が設けられ、前記同時計数値の前記第１の値に対する比は、２つ以上の異なる対
の検出器に対して考慮される、請求項５又は請求項５に従属する先行する請求項のうちの
いずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　対の検出器は、第１及び第３の検出器若しくは第１及び第２の検出器から形成される、
請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　面密度若しくは面密度の表現の計算は、２つ以上の対の検出器に対して提供される、請



(3) JP 5204089 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

求項１２又は１３に記載の方法。
【請求項１５】
　複数の面密度若しくは面密度の表現は、前記材料本体若しくはその一部に対して得られ
る、先行する請求項のうちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項１６】
　複数の面密度若しくは面密度の表現が得られ、該面密度若しくは表現は、結合された面
密度若しくは面密度の表現を与えるために結合される、請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　２つ以上の面密度若しくは面密度の表現の重み付け結合が提供される、請求項１６に記
載の方法。
【請求項１８】
　面密度若しくは面密度の表現は、前記材料本体及び／又は前記容器及び材料本体の算出
された質量若しくは重量を算出するために用いられる、先行する請求項のうちのいずれか
１項に記載の方法。
【請求項１９】
　前記材料本体及び／又は前記容器及び材料本体の算出された質量若しくは重量が得られ
、前記算出された質量若しくは重量は、前記計測された質量若しくは重量と比較される、
請求項４又は請求項４に従属する先行する請求項のうちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項２０】
　前記算出された質量若しくは重量が前記計測された質量若しくは重量と異なる場合に１
つ以上の面密度若しくは面密度の表現が調整される、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　１つ以上の面密度若しくは面密度の表現は、前記計測された質量若しくは重量と比較さ
れた前記算出された質量若しくは重量に基づいて正規化される、請求項１９又は２０に記
載の方法。
【請求項２２】
　前記調整された面密度若しくは面密度の表現は、前記係数に用いられる、請求項２０又
は２１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記係数を用いた前記測定値の補正は、前記測定値を増加させる、先行する請求項のう
ちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項２４】
　前記第１の値は、材料本体内の放射性材料の測定がなされるときに材料本体が設けられ
る測定位置の下方に設けられる１つ以上の第１の検出器から得られ、前記第１の値は、前
記材料本体の不在下で得られる、先行する請求項のうちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項２５】
　前記第２の値は、材料本体内の放射性材料の測定がなされるときに材料本体が設けられ
る測定位置の下方に設けられる１つ以上の第１の検出器から得られ、前記第２の値は、前
記材料本体の存在下で得られる、請求項２４に記載の方法。
【請求項２６】
　前記第２の値の前記第１の値に対する比若しくはその逆の比は、前記材料本体に対する
密度の指示値若しくは測定値を提供する、請求項２５に記載の方法。
【請求項２７】
　前記第１の値は、材料本体内の放射性材料の測定がなされるときに材料本体が設けられ
る測定位置の上方に設けられる１つ以上の第２の検出器から得られる、先行する請求項の
うちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項２８】
　前記第２の値は、材料本体内の放射性材料の測定がなされるときに材料本体が設けられ
る測定位置の下方に設けられる１つ以上の第１の検出器から得られ、前記第２の値は、前
記材料本体の存在下で得られる、先行する請求項のうちのいずれか１項に記載の方法。
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【請求項２９】
　同時計数値は、同一のミューオン及び／又は電子が２つの検出器を通過するときに得ら
れ、前記第１の値及び前記第２の値において観測される前記同時計数値の、前記第１の値
に対する比、若しくは、その逆の比は、前記材料本体に対する密度の指示値若しくは測定
値を提供する、請求項２８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記第２の値は、１つ以上の第３の検出器と共に１つ以上の第１の検出器から得られる
、請求項２８に記載の方法。
【請求項３１】
　前記第１の検出器及び第３の検出器から得られる前記同時計数値の前記第１の値に対す
る比若しくはその逆の比は、前記材料本体に対する密度の指示値若しくは測定値を提供す
る、請求項３０に記載の方法。
【請求項３２】
　前記検出器の全ては、前記材料本体の容器及び／又は前記材料本体の一部及び／又は測
定位置の縁部の２ｍ以内に設けられる、請求項５又は請求項５に従属する先行する請求項
のうちのいずれか１項に記載の方法。
【請求項３３】
　材料本体内の放射性材料の量を求める装置であって、
　前記放射性材料により生成される放出を直接的又は間接的に求めることにより前記材料
本体内の放射性材料の量の予備的な測定値を提供する１つ以上の検出器と、
　測定位置の上方に設けられ、前記材料本体を通過していない大気源からの１種類以上の
粒子を検出して第１の値を与える１つ以上の第１の検出器と、
　測定位置の下方に設けられ、前記材料本体を通過した大気源からの１種類以上の粒子を
検出して第２の値を与える１つ以上の第２の検出器と、
　前記第１及び第２の値を処理して、前記第１の値と校正係数の積により除算された前記
第２の値の関数である密度表現の係数を与えると共に、前記材料本体の放射性材料の量の
補正された測定値を得るために、前記材料本体内の放射性材料の量の予備的な測定値に前
記係数を適用するプロセッサとを含む、装置。
【請求項３４】
　材料本体内の放射性材料の測定値を補正する方法で用いられる係数の誤りを確立する方
法であって、
　前記放射性材料により生成される放出を直接的又は間接的に求めることにより前記材料
本体内の放射性材料の量の予備的な測定値を求めるステップと、
　第２の検出器を用いて、前記材料本体を通過していない大気源からの１種類以上の粒子
を検出して第１の値を与えるステップと、
　第１の検出器を用いて、前記材料本体及び前記第２の検出器を通過した大気源からの１
種類以上の粒子を検出して第２の値を与えるステップと、
　前記第１及び第２の値を処理して、前記第１の値と校正係数の積により除算された前記
第２の値の関数である密度表現の係数を与えるステップと、
　前記材料本体の放射性材料の量の補正された測定値を得るために、前記係数を用いて前
記材料本体内の放射性材料の量の測定値を補正するステップとを含み、
　前記係数の誤りを確立することは、
　前記第１の値が正確に測定されており、前記校正係数が正確に知られており、且つ、前
記第２の値が確率により乗算された前記第１の値であると看做すことを含み、前記確率は
、前記第２の値及び前記第１の値に寄与する粒子の確率である、方法。
【請求項３５】
　前記材料本体内の放射性材料の量の測定値は、カウント値、カウント率、活性化レベル
及び質量等価値のうちのいずれか１つ以上により表される、請求項１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、例えば材料本体内から生ずる放射性物質の検出に適用される補正に関連した
、検出及び改善に関する。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００２】
　本発明の第１の局面によれば、我々は、材料本体内の放射性材料の測定値を補正する方
法であって、
　前記放射性材料の特性を測定して測定値を提供するステップと、
　前記材料本体を通過していない大気源からの１種類以上の粒子を検出して第１の値を与
えるステップと、
　前記材料本体を通過した大気源からの１種類以上の粒子を検出して第２の値を与えるス
テップと、
　前記第１及び第２の値を処理して係数を与えるステップと、
　前記材料本体の放射性材料の補正された測定値を得るために、前記係数を用いて前記測
定値を補正するステップとを含む、方法を提供する。
【０００３】
　本発明の第１の局面は、本文書のその他の所に記載された特徴、選択肢若しくは可能性
を含んでよい。粒子は、ミューオン若しくはミューオンにより生成される電子であってよ
い。
【０００４】
　本発明の第２の局面によれば、我々は、材料本体内の放射性材料の測定値を補正する方
法であって、
　前記放射性材料の特性を測定して測定値を提供するステップと、
　前記材料本体を通過していないミューオンにより生成された電子及び／又はミューオン
を検出して第１の値を与えるステップと、
　前記材料本体を通過したミューオンにより生成された電子及び／又はミューオンを検出
して第２の値を与えるステップと、
　前記第１及び第２の値を処理して係数を与えるステップと、
　前記材料本体の放射性材料の補正された測定値を得るために、前記係数を用いて前記測
定値を補正するステップとを含む、方法を提供する。
【０００５】
　本発明の第２の局面は、本文書のその他の所に記載された特徴、選択肢若しくは可能性
を含んでよい。
【０００６】
　本発明の第３の局面によれば、我々は、材料本体内の放射性材料の測定値を補正する方
法であって、
　前記放射性材料の特性を調査するステップと、
　前記材料本体を通過していないミューオンを直接検出して第１の値を与えるステップと
、
　前記材料本体を通過したミューオンを直接検出して第２の値を与えるステップと、
　前記第１及び第２の値を考慮して係数を与えるステップと、
　前記材料本体の放射性材料の特性の調査を改善するために、前記係数を用いるステップ
とを含む、方法を提供する。
【０００７】
　本発明の第３の局面は、本文書のその他の所に記載された特徴、選択肢若しくは可能性
を含んでよい。調査は、好ましくは測定値を得るために、特性の測定であってよい。係数
は、前記材料本体の放射性材料の補正された測定値を得るために、前記測定値を補正する
ために使用されてもよい。
【０００８】
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　第１及び／又は第２及び／又は第３の局面は、次の任意の特徴、選択肢若しくは可能性
を含んでよい。
【０００９】
　前記材料本体内の放射性材料の測定値は、密度に対して補正されてもよい。前記材料本
体内の放射性材料の測定値は、減衰に対して補正されてもよい。前記材料本体内の放射性
材料の測定値は、例えば放射性材料による自己遮蔽及び／又は非放射性材料による遮蔽の
ような、遮蔽に対して補正されてもよい。測定値は、密度、減衰若しくは遮蔽の１つ以上
に対して補正されてもよい。
【００１０】
　材料本体は、材料に対する容器を含んでよい。容器は、貯蔵容器であってよい。容器は
、輸送可能な容器であってよい。容器は、ＩＳＯ貨物容器、七分高さのＩＳＯ貨物容器、
半分の高さのＩＳＯ貨物容器、若しくは、３番目の高さのＩＳＯ貨物容器であってよい。
容器は、インターモデル（Intermodel）若しくはその部分サイズであってよい。材料本体
は、１つ以上の放射性材料を含んでよい。
【００１１】
　本方法は、容器及びその材料本体の重量及び／又は質量を計測するステップを含んでよ
い。本方法は、容器及びその材料本体の正味重量及び／又は正味質量を測定してもよい。
本方法は、材料本体の正味重量及び／又は正味質量を測定してもよい。重量若しくは質量
は、測定位置及び／又はその他の位置で計測されてもよい。
【００１２】
　本方法は、容器及びその材料本体の計測密度若しくは材料本体単体の計測密度を計測す
るステップを含んでよい。密度の計測は、容器における材料本体の充填度合いを考慮して
もよい。充填度合いは、検査及び測定及び／又は検査及び推定及び／又は測定単独により
計測されてもよい。充填度合いは、送信源を用いて、材料本体及び／又は容器の他方の側
の検出器により測定されてもよい。
【００１３】
　前記材料本体内の放射性材料の測定値は、前記材料本体の異なる部分に対して異なる態
様で補正されてもよい。１つ以上の異なる部分は、粒子用の検出器の視野及び／又は視野
の一部及び／又は２つ以上の検出器の視野の共通部分であってよい。２つの検出器の視野
の共通部分は、第１の視野と第２の視野内に存在する部分であってよい。
【００１４】
　本発明の一実施例では、第１の視野と第２の視野の一方は、測定位置を見る検出器の視
野及び／又は下方から材料本体を見る検出器の視野であってよく、第１の視野と第２の視
野の他方は、測定位置を見る検出器の視野及び／又は側方から材料本体を見る検出器の視
野であってよい。
【００１５】
　第１の視野と第２の視野の使用は、単一の視野の考慮から存在する不明瞭の解明を補助
することができる。第１の視野と第２の視野の考慮は同時に生じてもよい。
【００１６】
　その他の実施例では、第１の視野と第２の視野の考慮は、第１の時間と第２の異なる時
間に生じてもよい。１つ以上の検出器、より好ましくは材料本体は、第１の時間と第２の
時間の間で向きが変化されてもよい。向きの変化は、第１の時間と第２の時間の間で検出
器を超えて前進する容器及び／又は材料本体に起因して生じてもよい。好ましくは、容器
及び／又は材料本体は、第１の時間中及び／又は第２の時間中、固定される。向きの変化
は、第１の時間と第２の時間の間で容器及び／又は材料本体を超えて前進する検出器に起
因して生じてもよい。好ましくは、検出器は、第１の時間中及び／又は第２の時間中、固
定される。向きの変化は、例えば９０度、回転に起因して生じてもよい。
【００１７】
　材料本体は、直線容積（レクティリニア・ボリューム）であってよい。１つ以上の異な
る部分は、例えば直線セグメントのような、材料本体のセグメントであってよい。材料本
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体は、複数のセグメントから形成されてもよい。好ましくは、各セグメントは、材料本体
の完全な高さ及び／又は幅に延在し、及び／又は、完全な長さに延在しない。１つのセグ
メントは、１つ以上の異なる部分を含んでよい。好ましくは、材料本体及び／又はセグメ
ント及び／又は各セグメントは、第１の検出器及び第２の検出器の数の倍数である多数の
異なる部分を含む。材料本体は、５から２５つの間のかかるセグメント、より好ましくは
８から１８つのセグメント、理想的には１０から１６つのセグメントとして考慮されても
よい。
【００１８】
　放射性材料の特性の測定は、放射性材料による放出物の直接及び／又は間接の測定であ
ってよい。放出物は、特には、ガンマ線であってよい。１つ以上のガンマ線エネルギが考
慮されてもよい。測定は、放出物検出器によりなされてもよい。放出物検出器は、第１の
検出器及び／又は第２の検出器とは異なってもよいが、好ましくは第１の検出器と同一で
ある。
【００１９】
　測定値は、カウント値及び／又はカウント率及び／又は活性化レベル及び／又は質量等
価値であってよい。
【００２０】
　１種類以上の粒子は、ミューオンを含んでよい。１種類以上の粒子は、ミューオンによ
り生成された電子を含んでよい。１種類以上の粒子は、ミューオンのみであってもよい。
【００２１】
　大気源は、地球の大気、特には、上層の大気の、１種類以上の宇宙線との相互作用であ
ってよい。
【００２２】
　粒子は、材料本体から５００メートルを超えて上昇してもよい。
【００２３】
　第１の値は、材料本体が存在しない状態で、測定位置及び／又は材料本体の下方に設け
られる１つ以上の第１の検出器から取得されてもよい。好ましくは、第１の値は、測定位
置及び／又は材料本体の上方に設けられる１つ以上の第２の検出器から取得される。第１
の値は、材料本体が測定位置に無い状態で１つ以上の第２の検出器から取得されてもよい
が、好ましくは、材料本体が測定位置にある状態で取得される。
【００２４】
　第２の値は、材料本体が存在する状態で、測定位置及び／又は材料本体の下方に設けら
れる１つ以上の第１の検出器から取得されてもよい。第２の値は、１つ以上の第１の検出
器からのみ取得されてもよい。第２の値は、１つ以上の第３の検出器と協動して、１つ以
上の第１の検出器から取得されてもよい。１つ以上の第３の検出器は、好ましくは、測定
位置及び／又は材料本体の下方に設けられる。１つ以上の第３の検出器は、好ましくは、
１つ以上の第１の検出器の下方に設けられる。第２の値は、１つ以上の第２の検出器と協
動して、１つ以上の第１の検出器から取得されてもよい。第２の値が１つ以上の第１の検
出器及び１つ以上の第３の検出器若しくは１つ以上の第１の検出器及び１つ以上の第２の
検出器から取得される場合、第２の値は、第１及び第３の検出器若しくは第１及び第２の
検出器の双方と相互作用するミューオン又は電子のカウント値及び／又はカウント率であ
ってよい。
【００２５】
　粒子は、１つ以上の第２の検出器を設けることにより材料本体を通過せずに検出されて
もよい。１つ以上の第２の検出器は、材料本体に対する測定位置及び／又は材料本体の２
５メートル以内に設けられてよい。好ましくは、１つ以上の第２の検出器は、材料本体の
２メートル以内に設けられ及び／又は材料本体の上方に設けられ、理想的には材料本体の
鉛直方向上方に設けられる。好ましくは、粒子は、測定位置に材料本体がある状態で及び
／又は粒子が材料本体を通過して検出されるのと同時に、１つ以上の第２の検出器により
材料本体を通過せずに検出される。
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【００２６】
　第２の検出器は、各第１の検出器に対して設けられてよい。好ましくは、第２の検出器
は、測定位置の材料本体若しくは測定位置それ故に第１及び第２の検出器の間で、第１の
検出器の鉛直上方に設けられる。
【００２７】
　第１及び第２の検出器は、同一種類であってよく、好ましくは互いに同一である。第１
及び第２の検出器は、好ましくは、ミューオン及びガンマ線に感応性がある。第１及び／
又は第２の検出器は、シンチレータ、例えばプラスティックシンチレータであってよい。
【００２８】
　複数の第１及び／又は第２の検出器が設けられてよく、好ましくは対で設けられる。３
つ若しくは４つの検出器は、好ましくは、測定位置の上方に設けられる。３つ若しくは４
つの検出器は、好ましくは、測定位置の下方に設けられる。検出器は、２つ以上の検出器
から形成されてもよく、それらの出力は１つのものと看做される。
【００２９】
　好ましくは、１つ以上の検出器、理想的には全ての検出器は、前記材料本体の前記容器
の一部及び／又は測定位置の縁部の２ｍ以内に設けられる。好ましくは、１つ以上の検出
器、理想的には全ての検出器は、１．５ｍ以内に設けられ、更に好ましくは、前記材料本
体の前記容器の一部及び／又は測定位置の縁部の１ｍ以内に設けられる。１つ以上の検出
器の位置は調整可能であってよい。
【００３０】
　粒子は、測定位置に材料本体が存在しない状態で検出を提供することにより材料本体を
通過せずに検出されてもよい。粒子は、材料本体が測定位置に導入される前及び／又は材
料本体が測定値から除去された後のような検出を実行することにより、材料本体を通過せ
ずに検出されてもよい。
【００３１】
　好ましくは、第１及び第２の値の双方は、互いに同一の場所及び／又は同一の時間での
測定により取得される。
【００３２】
　粒子は、測定位置及び／又は材料本体の一方の側に１つ以上の検出器を設けることによ
って、材料本体を通過して検出されてもよい。好ましくは、１つ以上の検出器は、材料本
体及び／又は測定値の下方に設けられる。好ましくは、１つ以上の検出器は、材料本体の
１メートル以内に設けられ及び／又は材料本体の下方に設けられ、理想的には材料本体の
鉛直下方に設けられる。好ましくは、粒子は、測定位置に材料本体がある状態で及び／又
は粒子が材料本体を通過せずに検出されるのと同時に、１つ以上の第１の検出器により材
料本体を通過して検出される。
【００３３】
　第１の値は、カウント率及び／又はカウント値及び／又はエネルギ値及び／又はエネル
ギ分布であってよい。
【００３４】
　第２の値は、カウント率及び／又はカウント値及び／又はエネルギ値及び／又はエネル
ギ分布であってよい。好ましくは、第１及び第２の値は、同一の種類である。
【００３５】
　第１及び第２の値は、１つ以上の第１の値及び１つ以上の第２の値に基づいて係数を付
与するために処理されてもよい。第２の値のエネルギ分布と第１の値のエネルギ分布の間
の変化は、係数に到達するために処理されてもよい。例えばエネルギとしての、第１の値
と第２の値の変化は、係数に到達するために使用されてもよい。係数は、複数の第１の値
及び／又は複数の第２の値の処理の結果、例えば複数の対の第１及び第２の値の処理の結
果であってよい。
【００３６】
　第１の値及び／又は第２の値は、第１の検出器及び／又は第２の検出器により検出され
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る全ての粒子に対して考慮されてもよい。第１の値及び／又は第２の値は、第１の検出器
及び第２の検出器を通過し及び／又はそれらと相互作用する粒子に対して考慮されてもよ
い。好ましくは、第１の値及び／又は第２の値は、第１の検出器及び第２の検出器を通過
し及び／又はそれらと相互作用する粒子のみに対して考慮される。好ましくは、同時に起
こる粒子のみが考慮される。
【００３７】
　本発明の一実施例では、第１の検出器は、材料本体及び／又は測定位置の下方に設けら
れてよく、材料本体が測定位置に存在しないときに第２の検出器として機能する。
【００３８】
　本発明のその他の一実施例では、第１の検出器は、第２の検出器が材料本体及び／又は
測定位置の上方に設けられる状態で、材料本体及び／又は測定位置の下方に設けられてよ
い。
【００３９】
　本発明のその他の一実施例では、１つ以上の第１の検出器は、１つ以上の第３の検出器
が材料本体の下方に且つ好ましくは第１の検出器の下方に設けられる状態で、材料本体及
び／又は測定位置の下方に設けられてよい。好ましくは、第１の検出器の１つ及び第３の
検出器の１つを通過し若しくはそれらと相互作用する粒子のみが第２の値を得る際に使用
される。第１の値は、好ましくは材料本体の上方に設けられる、１つ以上の第２の検出器
から取得されてもよい。
【００４０】
　本発明のその他の一実施例では、１つ以上の、好ましくは複数の第１の検出器は、材料
本体及び／又は測定位置の下方に設けられてよく、１つ以上の、好ましくは複数の第２の
検出器が材料本体の上方に設けられる。好ましくは、第１の検出器及び第２の検出器を通
過し若しくはそれらと相互作用する粒子のみが第２の値及び／又は第２の値を得る際に使
用される。
【００４１】
　特に好ましい実施例は、材料本体及び／又は測定位置の下方に３つ若しくは４つの第１
の検出器を設けると共に、材料本体の上方に３つ若しくは４つの第２の検出器を設ける。
好ましくは、第１の検出器及び第２の検出器を通過し若しくはそれらと相互作用する粒子
のみが第２の値及び／又は第２の値を得る際に使用される。
【００４２】
　係数は、密度若しくは密度に基づく係数であってよい。
【００４３】
　１つの考えられる形態では、第２の値の第１の値に対する比、若しくはその逆の比は、
材料本体に対する密度の指示値若しくは測定値を提供してよく、より好ましくは材料本体
のセグメントに対する密度の指示値若しくは測定値を提供してよい。異なる密度値は、異
なるセグメントに対して計測されてもよい。
【００４４】
　その他の考えられる形態では、第１の値及び第２の値において観測される同時計数値の
第１の値に対する比、若しくはその逆の比は、材料本体に対する密度の指示値若しくは測
定値を提供してよく、より好ましくは材料本体のセグメントに対する密度の指示値若しく
は測定値を提供してよい。第１の値は、好ましくは、ミューオンの背景レベルの測度であ
る。同時計数値は、好ましくは、材料本体、若しくはそのセグメントの、ミューオンのレ
ベルに対する影響の測度である。異なる密度値は、異なるセグメントに対して計測されて
もよい。
【００４５】
　その他の考えられる形態では、第１の検出器及び第３の検出器から得られる同時計数値
の第１の値に対する比、若しくはその逆の比は、材料本体に対する密度の指示値若しくは
測定値を提供してよく、より好ましくは材料本体のセグメントに対する密度の指示値若し
くは測定値を提供してよい。第１の値は、好ましくは、ミューオンの背景レベルの測度で
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ある。同時計数値は、好ましくは、材料本体、若しくはそのセグメントの、ミューオンの
レベルに対する影響の測度である。異なる密度値は、異なるセグメントに対して計測され
てもよい。
【００４６】
　第１の値及び第２の値内から得られる同時計数値の比が考慮されてもよい。第１の値及
び第２の値内から得られる同時計数値の第１の値に対する比が考慮されてもよい。同時計
数値は、測定位置若しくは材料本体の下方に設けられる第１の検出器（複数も可）及び第
３の検出器（複数も可）から取得されてもよいが、好ましくは、測定位置若しくは材料本
体の下方に設けられる第１の検出器（複数も可）及び測定位置若しくは材料本体の上方に
設けられる第２の検出器（複数も可）から取得される。第１の値は、好ましくは、ミュー
オンの背景レベルの測度である。同時計数値は、好ましくは、材料本体、若しくはそのセ
グメントの、ミューオンのレベルに対する影響の測度である。同時計数値の第１の値に対
する比は、好ましくは分数で表現される。
【００４７】
　第１の値は、処理ステップで使用される前に補正されてもよい。第１の値は、検出器の
幾何的配置の影響、特に第２の値を得るために用いられる第１及び第２の検出器の対及び
／又は第１及び第３の検出器の対に関する幾何的配置の影響に対して補正されてもよい。
処理ステップは、第１の値及び第２の値内から得られる同時計数値の比の考慮、より詳細
には、第１の値及び第２の値内から得られる同時計数値の第１の値に対する比の考慮であ
ってよい。
【００４８】
　別々の補正は、第１の値のそれぞれに対して付与されてもよい。好ましくは、別々の補
正は、各第１の値に対して付与され、この補正は、第２の値を与える第１及び第２の検出
器の対及び／又は第２の値を与える第１及び第３の検出器の対に特有のものである。
【００４９】
　好ましくは、第１の値は、第２の検出器を通過するが、検出器間に容器及び材料本体及
び／又は材料本体が存在しない状態で第１の検出器を通過しない粒子の部分を、考慮する
ために補正される。好ましくは、第１の値は、特定の第２の検出器を通過するが、検出器
間に容器及び材料本体及び／又は材料本体が存在しない状態で特定の第１の検出器を通過
しない粒子の部分を、考慮するために補正される。
【００５０】
　補正は、第１及び第２の検出器若しくは第１及び第３の検出器の相対間隔及び／又は向
きを考慮してもよい。補正は、第１及び／又は第２及び／又は第３の検出器の深さ及び／
又は幅及び／又は長さのような、形状を考慮してもよい。
【００５１】
　補正は、試験的に計測されてもよい。好ましくは、１つ以上の補正係数が試験的に計測
される。好ましくは、第２の検出器に対する補正係数は、第１の検出器との第２の検出器
の各対に対して計測される。好ましくは、これは、各第２の検出器に対して繰り返される
。好ましくは、第１の検出器に対する補正係数は、第３の検出器との第１の検出器の各対
に対して計測される。好ましくは、これは、各第１の検出器に対して繰り返される。
【００５２】
　好ましくは、補正は、１つ以上の第１及び／又は第２及び／又は第３の検出器を、材料
本体内の放射性材料を調査するために使用されるときと同一の幾何的配置で設け、材料本
体の不在下で第１の値及び第２の値を取得することによって、試験的に計測される。第１
の値及び第２の値は、少なくとも６時間の期間に亘って取得され、好ましくは少なくとも
１２時間、より好ましくは少なくとも２０時間、理想的には４０時間に亘って取得される
。
【００５３】
　好ましくは分数としての、同時計数値の第１の値に対する比は、前記第２の検出器を通
過する粒子、及び、前記材料本体及び／又は容器及び材料本体が無い場合に前記第１の検
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出器を通過することになるだろう経路、に対する前記材料本体及び／又は容器及び材料本
体の影響を考慮するために用いられ、若しくは、前記第１の検出器を通過する粒子、及び
、前記材料本体及び／又は容器及び材料本体が無い場合に前記第３の検出器を通過するこ
とになるだろう経路、に対する前記材料本体及び／又は容器及び材料本体の影響を考慮す
るために用いられる。好ましくは分数としての、同時計数値の第１の値に対する比は、材
料本体若しくはそのセグメントに対する面密度の表現、理想的には面密度を算出するため
に使用されてもよい。
【００５４】
　面密度若しくは面密度の表現の算出は、ルックアップテーブル若しくは公式を使用して
もよい。ルックアップテーブル若しくは公式は、好ましくは、試験的に導出される。算出
は、分数を面密度に直接変換してもよい。
【００５５】
　２つ以上の第１の検出器及び／又は２つ以上の第２の検出器及び／又は２つ以上の第３
の検出器が設けられる場合、好ましくは、同時計数値の第１の値に対する比は、２つ以上
の異なる対の検出器に対して考慮される。対は、第１及び第３の検出器の形態であってよ
いが、好ましくは、第１及び第２の検出器の形態である。好ましくは、面密度の表現の算
出、理想的には面密度の算出は、２つ以上の対に対して付与される。好ましくは、面密度
の表現の算出、理想的には面密度の算出は、各考えられる対の検出器に対して付与される
。
【００５６】
　好ましくは、複数の面密度の表現、理想的には複数の面密度は、材料本体に対して、若
しくは、より好ましくは材料本体の各セグメントに対して取得される。好ましくは、面密
度の表現、理想的には面密度は、材料本体用若しくはより好ましくはその各セグメント用
の、第１及び第２の検出器の各考えられる対及び／又は第１及び第３の検出器の各考えら
れる対に対して取得される。
【００５７】
　好ましくは、複数の面密度の表現若しくは面密度が材料本体に対して若しくはより好ま
しくはセグメントに対して取得される場合、これらの表現若しくは面密度は、結合された
面密度の表現若しくは結合された面密度を与えるために結合される。好ましくは、材料本
体若しくはセグメントに対する全ての表現若しくは密度が結合される。９つの表現若しく
は密度が使用されてもよく、より好ましくは１６つの表現若しくは密度である。好ましく
は、結合された密度の表現若しくは結合された密度は、２つ以上の表現若しくは密度の重
み付け結合から得られる。好ましくは、重み付けは、検出器対間の材料本体を介した経路
長、検出器対の検出器の鉛直方向の離隔距離、検出器対の検出器間に存在する実効容積、
及び、検出器の当該対に対する計数率の精度値、のうちの１つ以上の考慮を伴う。結合さ
れた面密度表現若しくは結合された面密度は、少なくとも５つのセグメントのそれぞれに
対して得られてよく、より好ましくは少なくとも１０つのそれぞれ、理想的には少なくと
も１６つのセグメントのそれぞれに対して得られる。
【００５８】
　好ましくは、得られた同時計数値の第１の値に対する比は、考慮されてもよく、及び／
又は、面密度の表現の算出、理想的には面密度の算出は、２対以上の検出器に対して付与
され、及び／又は、面密度の表現若しくは面密度の結合は、複数のセグメントに対して、
理想的には材料本体のセグメントの全てに対して、結合された面密度の表現若しくは結合
された面密度を与えるために結合される。
【００５９】
　セグメントの全てに対して結合された面密度表現若しくは結合された面密度は、材料本
体及び／又は容器及び材料本体に対する計算された面密度関数を算出するために使用され
てもよい。計算された面密度関数は、計測された密度と比較されてもよい。１つ以上のセ
グメント、好ましくは全てのセグメントは、計算された密度が計測された密度と異なる場
合は、それぞれの面密度表現若しくは面密度が調整される。１つ以上のセグメント、好ま



(12) JP 5204089 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

しくは全てのセグメントは、好ましくは計測された密度に比較された計算された密度に基
づいて、それぞれの面密度表現若しくは面密度が正規化されてもよい。
【００６０】
　より好ましくは、全てのセグメントに対する結合された面密度表現若しくは結合された
面密度は、材料本体及び／又は容器及び材料本体に対する計算された質量若しくは重量を
算出するために使用されてもよい。計算された質量若しくは重量は、計測された質量若し
くは重量と比較されてもよい。１つ以上のセグメント、好ましくは全てのセグメントは、
計算された質量若しくは重量が計測された質量若しくは重量と異なる場合は、それぞれの
面密度表現若しくは面密度が調整される。１つ以上のセグメント、好ましくは全てのセグ
メントは、好ましくは計測された質量若しくは重量に比較された計算された質量若しくは
重量に基づいて、それぞれの面密度表現若しくは面密度が正規化されてもよい。
【００６１】
　調整された面密度表現若しくは調整された面密度は、係数で使用されてもよい。好まし
くは、セグメントに対する調整された面密度表現若しくは調整された面密度は、当該セグ
メントに対する係数で使用される。好ましくは、全てのセグメントは、この方法で処理さ
れる。
【００６２】
　係数を用いた測定値の補正は、測定値を増加させるものであってよい。測定値の増加は
、観測値から実際に放出された測定値の値へと測定値を補正する。測定値の補正は、材料
本体及び／又は放射性材料による遮蔽及び／又は減衰の効果を完全に若しくは部分的に考
慮してもよい。測定値の補正は、材料本体若しくはそのセグメントの密度に比例するもの
であってよい。
【００６３】
　本発明の第４の局面によれば、我々は、材料本体内の放射性材料の測定値を補正する装
置であって、
　前記放射性材料の特性を測定して測定値を提供する１つ以上の検出器と、
　測定位置の上方に設けられ、前記材料本体を通過していない大気源からの１種類以上の
粒子を検出して第１の値を与える１つ以上の検出器と、
　測定位置の下方に設けられ、前記材料本体を通過した大気源からの１種類以上の粒子を
検出して第２の値を与える１つ以上の検出器と、
　前記第１及び第２の値を処理して係数を与えるプロセッサと、
　前記材料本体の放射性材料の補正された測定値を得るために、前記係数を用いて前記測
定値を補正するプロセッサとを含む、装置を提供する。
【００６４】
　本発明の第４の局面は、本文書のその他の所に記載された特徴、選択肢若しくは可能性
を含んでよい。
【００６５】
　本発明の第５の局面によれば、我々は、材料本体内の放射性材料の測定値を補正する方
法であって、
　前記放射性材料の特性を測定して測定値を提供するステップと、
　第２の検出器を用いて、前記材料本体を通過していない大気源からの１種類以上の粒子
を検出して第１の値を与えるステップと、
　第１の検出器を用いて、前記材料本体及び前記第２の検出器を通過した大気源からの１
種類以上の粒子を検出して第２の値を与えるステップと、
　前記第１及び第２の値を処理して、前記第１の値と校正係数の積により除算された前記
第２の値の関数である密度表現の係数を与えるステップと、
　前記材料本体の放射性材料の補正された測定値を得るために、前記係数を用いて前記測
定値を補正するステップとを含む、方法を提供する。
【００６６】
　本発明の第５の局面は、本文書のその他の所に記載された特徴、選択肢若しくは可能性
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を含んでよい。
【００６７】
　本発明の第６の局面によれば、我々は、材料本体内の放射性材料の測定値を補正する方
法で用いられる係数の誤りを確立する方法であって、
　前記放射性材料の特性を測定して測定値を提供するステップと、
　第２の検出器を用いて、前記材料本体を通過していない大気源からの１種類以上の粒子
を検出して第１の値を与えるステップと、
　第１の検出器を用いて、前記材料本体及び前記第２の検出器を通過した大気源からの１
種類以上の粒子を検出して第２の値を与えるステップと、
　前記第１及び第２の値を処理して、前記第１の値と校正係数の積により除算された前記
第２の値の関数である密度表現の係数を与えるステップと、
　前記材料本体の放射性材料の補正された測定値を得るために、前記係数を用いて前記測
定値を補正するステップとを含み、
　前記係数の誤りを確立することは、
　前記第１の値が正確に測定されており、前記校正係数が正確に知られており、且つ、前
記第２の値が確率により乗算された前記第１の値であると看做すことを含み、前記確率は
、前記第２の値及び前記第１の値に寄与する粒子の確率である、方法を提供する。
【００６８】
　本発明の第６の局面は、本文書のその他の所に記載された特徴、選択肢若しくは可能性
を含んでよい。
【００６９】
　第２の値の誤りは、第１の値と確率の積の平方根であると看做されてもよい。第２の値
の誤りは、第２の値の平方根であると看做されてもよい。
【００７０】
　係数の誤りは、第１の値と校正係数の積により除算された第２の値の平方根であると看
做されてもよい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００７１】
　本発明の種々の実施例がこれより、添付図面を参照して例によってのみ説明される。
【００７２】
　種々の状況において、材料本体内の放射性材料の量及び／又は特性を正確に計測する必
要がある。かかる計測は、安全上の理由や他の理由から、材料本体に適用される保管戦略
を決定する上で有用である。一般的に、計測は、材料本体に対して適切な位置に放射性材
料の特性に感応性がある１つ以上の検出器を配置することによって成すことができる。
【００７３】
　かかる計測は、多数の源から潜在的な誤りを受ける。例えば、放射性崩壊プロセスから
実際に生ずる特性のレベルは、放射性材料を残す時間までの当該特性のレベルよりも高く
なりうる。これは、例えば実質的な塊として存在する場合における放射性材料による自己
遮蔽に起因して生じうる。当該レベルであって、非放射性材料や材料本体内の他の放射性
材料の塊による遮蔽に起因して、材料本体の縁部に到達する時間までのレベルよりも高い
場合がある。特性のレベルの潜在的な減少と同様、特性の性質が変化される潜在性もある
。減衰は、例えば、特性のエネルギを減少させることができる。
【００７４】
　放射性材料及び／又は材料本体による遮蔽及び／又は減衰に対する補正を可能とする試
みがなされてきた。これらの試みは、しばしば、既知の特性の放出物を有する送信源の選
択を伴う。次いで、これは、材料本体の一方の側に配置される。次いで、これらの放出物
に感応する検出器は、送信された放出物と比較された送信源からの検出された放出物の間
の差は、材料本体及び／又はその中の放射性材料に関する情報を与え、材料本体内の放射
性材料から生ずる放出物へのそれらの影響に関する情報を与える。
【００７５】
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　出願人は、従前に使用されていたものとは異なるアプローチを送信源に用いることを提
案する。
【００７６】
　ＩＳＯ貨物容器や高さ半分のＩＳＯ貨物容器のような、大型の材料本体に対して計測を
成すことの必要性が高まっている。かかる場合に補正目的で送信源を使用することは、（
十分な放出物が、材料本体を通過し、対向する検出器に到達することを保証するために）
高いレベルの放出物を備える大型の送信源の使用を伴うだろう。かかる大型の源は、安全
問題を引き起こし、使用時に露出し不使用時に遮蔽するための複雑で高価な機構を必要と
する。
【００７７】
　それ故に、新たなアプローチとして、出願人は、考慮される特性のための異なる源及び
異なる源が使用できるような多数の異なる方法を提案する。
【００７８】
　材料本体に近傍に配置されその物理的な位置を調整することができる、製造される源か
らの放出物を用いることに代えて、使用される放出物は、地球の大気に入る宇宙線により
生成される。特に、放出物の使用は、地球の大気で生成されるミューオンの自然発生する
束である。ミューオンは、単一の帯電した粒子であり、電子の質量の２０５倍の質量１０
６ＭｅＶを備える。ミューオンは、地球表面での宇宙線束の主要部分である。ミューオン
は、一般的に１００ｓＭｅＶから１００ｓＧｅＶの間の、広い範囲のエネルギで発生する
。束は、コサインの二乗の関数により鉛直からの角度が増加するにつれて減少する。
【００７９】
　非常に大きな物体をも通過する少なくとも幾らかのミューオン束の能力は、問題となる
補正状況で有用となる。異なるエネルギでの材料内のミューオンの範囲の幾つかの例が表
１に示される。
【００８０】
【表１】

　ミューオンを用いる第１の方法は、図１に示される。検出器１は、測定位置３の下方に
設けられる。ＩＳＯ貨物容器５無しで測定値を取リ、且つ、図示のように、その存在下で
測定値を取ることによって、ＩＳＯ貨物容器５及びその内容物、材料本体、及びその中の
放射性材料の、通過するミューオンに対する影響を確立することができる。ミューオンの
経路内の材料の密度が大きいほど信号の減少が大きい。
【００８１】
　ミューオン束は時間と共に変化し、検出器は比較的低コストであるので、更なる検出器
６は、ミューオンに対する“無し”値を測定するために設けられてもよい。これは、ＩＳ
Ｏ貨物容器５が測定位置にあるときと無いときとでの検出器１による測定の必要性を無く
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す。測定はより早くなり（２つの測定が同時になされるので）、より正確（同一の束が同
時に測定される）になる。
【００８２】
　かかるシステムは、異なるエネルギに基づいてガンマ分布と検出器信号に対するミュー
オンの寄与の間を区別することができる。検出器とのミューオンの相互作用は、即座の検
出のために適切である。ミューオンは、プラスティックシンチレータで約２．２ＭｅＶ・
ｃｍ－１のエネルギ損失を有し、ミューオンの減少するエネルギで上昇する。数センチの
厚さの検出器は、１０ＭｅＶ・ｃｍ－１若しくはそれ以上の信号を容易に生成することが
でき、これは、放射性材料からのガンマ線から生ずる信号から、かかる信号を容易に認識
可能とする。
【００８３】
　ミューオンの源及び鉛直から離されるコサインの二乗の減少により、実質的に、鉛直に
平行化されたビームが提供される。計測は、図示の例では略円錐である、検出器１の視野
７内の材料本体及び任意の放射性材料の全体としての密度に関する情報を供する。視野７
は、ＩＳＯ貨物容器５の全長を含んでいないので、ＩＳＯ貨物容器５を検出器１に対して
移動させることは、ＩＳＯ貨物容器５及びその内容物の異なる部分Ｘ，Ｙ，Ｚに関する潜
在的に異なる密度情報を提供する。
【００８４】
　本発明の第２の形態では、図２に示すように、測定位置下方の検出器１は、同一種類の
第２の検出器９により補足される。この場合、２つの検出器間で同時に起こるミューオン
が考慮される。即ち、同一のミューオンが検出器１を通過し次いで検出器９を通過する瞬
間である。双方の検出器を介する通路のためのこの要求は、そこからミューオンが来てい
なければならない視野を制約する。この場合、矩形断面のピラミッド型の視野１１は、使
用されるスラブ型検出器１，９に起因して生ずる。この場合、ミューオン信号は、エネル
ギと同時性の双方に起因してガンマから識別可能である。
【００８５】
　結果としてのより密な視野１１は、より多くの位置特有の密度測定を成すことを可能と
する。
【００８６】
　本発明の第１の形態に関して、ＩＳＯ貨物容器５の束レベルに対する影響の前の束レベ
ルは、検出器６を並列に用いることにより若しくは検出器１，９を用いてＩＳＯ貨物容器
５のあるときと無いときに測定を行うことにより、計測されることができる。
【００８７】
　図３に示す本発明の第３の形態では、検出器１は、考慮されるべきＩＳＯ貨物容器５及
び内容物、材料本体の下方に配置され、同等の種類の更なる検出器１５は、ＩＳＯ貨物容
器５の上方に設けられる。同様に、ミューオンと更なる検出器１５との間の相互作用は、
信号を生み、同一のミューオンが当該検出器１を通過したときに検出器１にも信号が生じ
、同時の検出が生じる。２つの検出器１，１５からの信号のタイミングは、同一のミュー
オンと相互作用する双方の検出器１，１５から生じたと看做されるこれらの信号を確立す
るものと考えられる。２つの相互作用の低い方のエネルギに対するエネルギの減少は、２
つの検出器１，１５の間の経路中にある材料本体及び／又は放射性材料の影響によるもの
と看做される。エネルギの減少が大きいほど、密度が大きく、従って、遮蔽及び／又は減
衰作用が大きい。
【００８８】
　動作の同一の原理は、３つの検出器１ａ，１ｂ，１ｃ及び３つの更なる検出器１５ａ，
１５ｂ，１５ｃのそれぞれに対して適用する。検出器１５ａ及び１ｂ等のような、種々の
組み合わせ間での更なる同時性も考慮されることができ、これにより全体で９つの計数チ
ャンネルが付与される。この数の検出器は、図示の目的だけであり、ＩＳＯ貨物容器５の
全長に沿って配置されたより大きな数の及び／又は同様のセットの検出器が可能である。
多数の検出器１及び多数の更なる検出器１５をかかる構成で使用することは、ＩＳＯ貨物
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容器のセグメント２０の良好な有効範囲（カバレージ）が、検出器組み合わせに対する重
なり合う視野に起因して、達成され、セグメントに対する特有の密度を計測することがで
き、更なるセグメント特有の更なる計測が可能であることを意味する。
【００８９】
　更なる検出器１５は、また、ＩＳＯ貨物容器５の前の束経路内の位置に起因してＩＳＯ
貨物容器５に遭遇する前に束を検出する機能を果たすことができる。
【００９０】
　多数の検出器１及び更なる検出器１５の設置は、また、セグメント２０により密度部分
布に関する情報を得ることができることを意味する。これは、異なる組み合わせに対して
それらの視野の幾何学形状と連携して観測される差異を考慮することによって成されるこ
とができる。例示される６つの検出器の場合、セグメントに対する潜在的に異なる密度の
３×３ピクセルの表示が提供されうる。より大きな数の検出器１及び更なる検出器１５は
、セグメント内でのより大きな分解能を可能とするだろう。
【００９１】
　好ましくは、検出器１は、ＩＳＯ貨物容器５の底部に非常に近くに搭載されることがで
き、これにより、下方の深さ空間の必要性を無くす。側方に配置される検出器は、あいま
いさを低減し若しくは更なる分解能を付与するために使用されることができる。
【００９２】
　当然ながら、かかる配置の検出器１は、上述の例と同様の態様で、更なる検出器１５か
らの切り離された考慮で使用されうる。
【００９３】
　上述の説明では、我々は、材料本体自体からであれ及び／又はその中の放射性材料から
であれ、材料本体内で遭遇する材料の密度に関する情報を得るためにミューオンの使用に
注目してきた。随伴するミューオン束は、ミューオン束レベルの約３５から４０％で電子
の束である。かかる電子は、特に比較的高い密度の材料のような、相当な厚さの材料を通
過するのには不十分な貫通性であるが、より薄い材料及び／又は小さい密度の材料に関す
る情報を与えるために同様の態様で使用されることができる。一般的に、電子は、１５ｃ
ｍの厚さの鉛（密度１６７ｇ・ｃｍ－１）により全体的に遮蔽されるだろう。
【００９４】
　図１，２及び３を参照して上述した本発明の実施例では、アプローチは、ミューオン若
しくは電子に対する計数率に対する材料本体の影響の測定値に依存してきた。計数率は、
ミューオン若しくは電子の検出若しくはそれらに伴う同時性の検出に関連する。これは、
次いで、測定が実行される対象のセグメント内の材料本体の密度の直接の測定値を与える
ために使用される。次の実施例では、代替的なアプローチが取られる。
【００９５】
　図４に示すように、本システムの一般的な構成は、上述と同様である。ＩＳＯ貨物容器
５は、測定位置３内に設けられる。４つの検出器２０が測定位置３の上方に設けられ、更
なる４つの検出器２２は、測定値３の下方に設けられる。
【００９６】
　検出器２０，２２は、ＩＳＯ貨物容器５に理に適う範囲でできるだけ近くに配置される
。同様の構成は、広範な容器種類に対して使用されることができる。ＩＳＯ貨物容器の状
況では、１／３．１／２，２／３及び３／４の高さの容器は、考慮されることができる。
検出器２０の上列の位置は、下側の検出器２２と上側の検出器２０の間の最小の離間距離
を達成するように、減少した高さの容器に合わせて下方に調整されてもよい。
【００９７】
　検出器２０，２２は、通常、互いに同一の種類、形状及びサイズである。検出器２０，
２２のそれぞれ１つは、実際には、出力が１つとして扱われる一連の小型の検出器であっ
てよい。プラスティックシンチレータが使用され、それぞれ光倍増器若しくはその類に接
続され、光倍増器からの出力を高速の選別器に供給する。高速の選別器は、宇宙線派生計
数、ミューオン等とガンマ線との間を識別するために用いられる。高速の選別器からの出
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力は、コンピューター制御ハードウェア若しくはソフトウェアにより動作される計数ステ
ップに供給される。
【００９８】
　ＩＳＯ貨物容器５の正味重量は、本発明のこの実施例に対して必要とされる。正味重量
は、放射性測定前若しくは後又はその間にＩＳＯ貨物容器が設けられる重量ステーション
にて取得されてもよい。重量ステーションは、測定位置３にあってもよい。
【００９９】
　ＩＳＯ貨物容器５の正味重量は、後に処理で使用され、観測された重量として考慮され
る。
【０１００】
　ＩＳＯ貨物容器５が測定位置３に導かれる前に、ミューオン若しくは電子の背景計数の
測定は、同時性の検出器２０，２２の性能を確かめるために実行される。更なるかかる測
定は、ＩＳＯ貨物容器５が測定位置３から出発した後にもなされる。
【０１０１】
　測定方法中、１０から１６つの測定値は、ＩＳＯ貨物容器５の全長に沿った異なる位置
で取られて、ＩＳＯ貨物容器５を１０から１６つのセグメントに実質的に分割するように
する。かかる数は、ＩＳＯ貨物容器５の６ｍの長さを効率的に考慮している。ＩＳＯ貨物
容器５は、各測定中は固定状態である。
【０１０２】
　各測定中、測定位置３の上方に設けられる検出器２０Ａ，２０Ｂ，２０Ｃ，２０Ｄを参
照し、測定位置３の下方に設けられる検出器２２Ａ，２２Ｂ，２２Ｃ，２２Ｄを参照して
、次の計数が確立される。
２０Ａ信号計数；
２０Ｂ信号計数；
２０Ｃ信号計数；
２０Ｄ信号計数；
２２Ａ信号計数；
２２Ｂ信号計数；
２２Ｃ信号計数；
２２Ｄ信号計数；
２０Ａと２２Ａの同時計数；
２０Ａと２２Ｂの同時計数；
２０Ａと２２Ｃの同時計数；
２０Ａと２２Ｄの同時計数；
２０Ｂと２２Ａの同時計数；
２０Ｂと２２Ｂの同時計数；
２０Ｂと２２Ｃの同時計数；
２０Ｂと２２Ｄの同時計数；
２０Ｃと２２Ａの同時計数；
２０Ｃと２２Ｂの同時計数；
２０Ｃと２２Ｃの同時計数；
２０Ｃと２２Ｄの同時計数；
２０Ｄと２２Ａの同時計数；
２０Ｄと２２Ｂの同時計数；
２０Ｄと２２Ｃの同時計数；及び
２０Ｄと２２Ｄの同時計数。
【０１０３】
　これらの測定値の全ては、後の取り出し及び処理のために記憶される。
【０１０４】
　続く処理は、各測定時に１６つの同時計数のそれぞれをとり、適切な上側の検出器２０
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に対する信号計数の分数として表現するが、連携して考慮される対の検出器の幾何的な配
置の影響に対して補正された信号計数率が用いられる。従って、２０Ａ及び２２Ａに対す
る同時性は、検出器対２０Ａ及び２２Ａの幾何的配置に対して補正された信号計数率によ
る２０Ａの信号計数の分数として表現され、２０Ａ及び２２Ｂに対する同時性は、検出器
対２０Ａ及び２２Ｂの幾何的配置に対して補正された信号計数率による２０Ａの信号計数
の分数として表現され、２０Ｄ及び２２Ａに対する同時性は、検出器対２０Ｄ及び２２Ａ
の幾何的配置に対して補正された信号計数率による２０Ｄの信号計数の分数として表現さ
れ、以下同様である。各対の場合の同時計数は、当該対に対する補正された信号計数によ
り除算される。
【０１０５】
　幾何的配置に対する補正は、材料本体の不在状態で、幾何的配置に起因して、上側の検
出器を通過するが下側の検出器を通過しないだろう粒子のフラクションを考慮する補正で
ある。基本的には、このフラクションは、検出器２０Ａ及び２２Ｄのような、オフセット
した対の検出器に対しては、検出器２０Ａ及び２２Ａのような、互いに鉛直方向に一直線
となる対の検出器に対してよりも、高くなる。
【０１０６】
　このフラクションは、幾何的配置の校正を介して取得される。各検出器の対に対して、
幾何的配置の校正は、材料本体の不在状態で、材料本体の測定に対してと同一の幾何的配
置の検出器により測定を実行することによって、取得される。好ましくは、フラクション
を計測するための測定は、十分な期間に亘って、例えば１日若しくは２日に亘って実行さ
れ、各対に対してフラクションの満足の行く良好な測定を与えるようにする。対に対する
結果は、実際のサンプルの測定での使用のために値若しくは式又はルックアップテーブル
として、記憶されてもよい。
【０１０７】
　基本的には、補正は、ミューオンの束Ｎが、幾何的配置のみに単に起因して、上側若し
くは第２の検出器２０を通過するが、束Ｃのみが下側若しくは第１の検出器２２に到達す
るであろうことを言う。以下で詳説する如く、材料本体が存在する状態では、下側若しく
は第１の検出器２２に到達するであろう束は、材料本体に更に起因して束Ｌへと減少する
。特定の対に対する補正の結果として、同時計数に対する幾何的配置の影響は取り除かれ
る。
【０１０８】
　上記の例において、この処理は、材料本体の当該セグメントの測定値に対して１６つの
補正されたフラクションを生む。
【０１０９】
　処理の次の段階では、材料本体の幾何的配置の影響が考慮される。基本的には、材料本
体の存在に起因して、上側の検出器を通過するが下側の検出器を通過しないだろう粒子の
フラクションが考慮される。これは、幾何的配置に起因した影響は既に除去されている下
側の検出器計数に影響する他の因子である。基本的には、この影響は、低い密度の材料本
体よりも高い密度の材料本体の方が高いだろう。
【０１１０】
　影響の考慮は、面密度校正データを参照することにより得られる。面密度校正データは
、ルックアップテーブル若しくは公式のいずれかで用いられる。面密度校正データは、モ
デル化から生成し、若しくは、より好ましくは、異なる面密度によるフラクション計数に
対する吸収剤の影響を計測するために、広範な異なる吸収材料の実際の測定から生成する
。校正データの一例は、図５に示され、面密度に応じたフラクション計数率のプロットで
ある。上側と下側の検出器の間の離間距離を最小にすることは、高い密度値で面密度の正
確な解明を可能とする計数率を得る上で非常に重要である。
【０１１１】
　基本的には、本アプローチでは、上側の検出器での束がＮであり、幾何的配置及び材料
本体の影響は、下側の検出器で束Ｌに減少させる。
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【０１１２】
　１６つのフラクションの値のそれぞれは、例えば図５に示すような試験的に得られた値
及び校正データを用いて面密度値に変換される。
【０１１３】
　セグメントに対する１６つの面密度は、当該セグメントに対する結合面密度を与えるた
めに結合される。結合処理は、好ましくは、重み付けされる。種々の係数は、１６つの面
密度値のそれぞれに対する重みを決定するために使用されることができる。係数は、当該
対の検出器に対するＩＳＯ貨物容器５を通る経路長、検出器の鉛直方向の離間距離、各検
出器対によりサンプリングされた実効容積、当該検出器対に対する計数率の精度を含んで
よい。
【０１１４】
　各セグメントに対するこの処理を繰り返すことによって、単一の結合された面密度値が
各セグメントに対して得られる。
【０１１５】
　これらの結合された面密度値は、次いで、ＩＳＯ貨物容器の計算重量を生成するために
ＩＳＯ貨物容器５の寸法と共に使用されることができる。次いで、計算重量は、観測重量
に対して考慮され、２つの間の変動は、各セグメントに対する結合面密度値の値を正規化
するために使用される。各セグメントに対する正規化された結合面密度値は、結果として
生成される。
【０１１６】
　セグメントに対する正規化された結合面密度値は、次いで、補正されたガンマ放出物の
測定値を与えるために当該セグメントに対する測定されたガンマ放出物の測定値を補正す
るために使用される。この値は、次いで、ＩＳＯ貨物容器５の更なる考慮で使用される。
【０１１７】
　幾つかの例では、結果は、ＩＳＯ貨物容器５が特定の更なる考慮を必要とすることを示
唆する。かかる状況の例は、１つ以上のセグメントに対する面密度が所定の範囲外である
及び／又は上限値を超えている及び／又は下限値を下回っている場合でありうる。
【０１１８】
　ＩＳＯ貨物容器５が満載で無い場合、計算重量若しくは観測重量が調整されてもよい。
調整は、材料本体が実際に充填されているＩＳＯ貨物容器５の割合を反映するだろう。こ
れは、材料本体の物理的な検査から、及び／又は、満載レベルよりも下方に位置するとき
に検出が遮蔽され満載レベルよりも上方の位置が検出されたときに検出される送信源によ
り判断されうる。
【０１１９】
　次の章は、アプローチの特性により改善されたレベルで考慮されることができる、かか
るアプローチ及び態様を取ることにより存在する誤りに関する。
【０１２０】
　第１の選択肢において、材料本体が存在しない状態での対の検出器２０Ａ及び２２Ａの
同時計数を、材料本体が存在する状態での対２０Ａ及び２２Ａの同時計数に対して考慮す
ることは可能である。しかし、双方の計数率は、直交で加わるそれらに関連付けられた同
様の不確定さを有する。更に、気圧変化及び太陽の活動変化（その間ミューオン束が減少
するフォアブシュ事象に関連する）も誤りを引き起こし、別々に考慮される必要があるだ
ろう。
【０１２１】
　本発明の好ましいアプローチでは、代替的な考慮がなされる。基本的には、本アプロー
チは、ミューオンの束Ｎが、上側若しくは第２の検出器２０を通過するが、上側と下側の
検出器間の介入プロセスに起因して、減少された束Ｌのみが下側の検出器２２に到達する
可能性があることを言う。プロセスの確率は、Ｐと表すことができる。確率は、２つの損
失機構を有する。これらは、使用される検出器の対の幾何的配置と、使用される対の検出
器間にある材料本体の吸収に起因する。
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【０１２２】
　上側の検出器２０は、問合せ束Ｎを測定し、従って、これは、正確に知られる。問合せ
束Ｎは、下側の検出器により検出される同時計数により測定される送信束Ｌに変化される
。同時性は、損失プロセスの影響及び問合せ束Ｎに対するその確率Ｐを測定し、これは、
同一性は送信束のサンプルである第１の選択肢と比較する。
【０１２３】
　好ましいアプローチを適用すると、密度計算は、次のとおりである。
【０１２４】
【数１】

ここで、Ｋは、幾何的配置の影響が対処済みであるので材料本体の影響に関連する正確な
校正係数であり、Ｎは、上側の検出器に到達する問合せ束であり、正確に測定され、Ｌは
、下側の検出器に到達する束であり、以下のように分布される。
【０１２５】
【数２】

二項分布から、測定されるように次のとおりとなる。
【０１２６】
【数３】

尚、これは、上述の第１の選択肢における不確定性の１／√２であり、従って、第１の選
択肢に比較された測定値において減少した誤りを与え、問合せ束Ｎ、確率Ｐでの損失プロ
セス、及び送信束Ｌとして測定値を看做すことから基本的な効果を実証する。このアプロ
ーチは、また、外部の事象（大気圧変化や太陽の活動変化）に起因した問合せ束の変動を
直接的に測定し補償する。
【図面の簡単な説明】
【０１２７】
【図１】本発明の第１の実施例を示す図。
【図２】本発明の第２の実施例を示す図。
【図３】本発明の第３の実施例を示す図。
【図４】本発明の第４の実施例を示す図。
【図５】面密度と共に分数の変動を示すグラフ。
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